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１ 施 設 の 概 要 
（令和 3 年 4 月 1 日現在） 

 
(1) 名  称 新潟県消費生活センター 
 
(2) 所在地 ・消費生活センター（平成 8 年 7 月 11 日移転） 
   〒950-0994 新潟市中央区上所 2 丁目 2 番 2 号（新潟ユニゾンプラザ 1 階） 
   ℡ 相談専用 025(285)4196 
     事務室 025(281)5516 
  ・商品テスト室 
         〒950-2144 新潟市西区曽和 314-1 新潟県保健環境科学研究所内 
   ℡ 025(263)9415 
 
(3) 開設年月日 昭和 45 年 11 月 12 日 
 
(4) 開館時間 事務室  午前 8 時 30 分から午後 5 時 15 分まで 
  展示・閲覧室 午前 9 時から午後 5 時まで 月～金 
  相談時間 月～金曜日は午前 9 時から午後 5 時まで 
    土曜日は午前 10 時から午後 4 時 30 分まで（電話相談のみ） 
    （来所相談は予約制） 
 
(5) 休館日 日曜日・祝日・年末年始 
 
(6) 施設の規模  

ア 消費生活センター         538.24 ㎡ 
(内訳)  所長室      27.81 ㎡ 

  事務室    98.83 ㎡ 
  展示・閲覧室  148.10 ㎡（一部新潟 NPO 協会が使用） 
  研修室   101.45 ㎡ 
  オープンテスト室 100.48 ㎡ 
  倉 庫    32.69 ㎡ 
  その他    28.88 ㎡（新潟県保健環境科学研究所 3 階） 
イ 商品テスト室    71.8 ㎡ 

 
(7) 展示・閲覧室見取図 
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２  分 掌 事 務 及 び 組 織 
 

(1) 分掌事務 

ア 消費生活に関する教育、知識の普及に関する事項 
イ 消費生活に関する相談及び苦情処理に関する事項 
ウ 不当な商取引行為の調査等に関する事項 
エ 消費生活情報オンラインシステム運営に関する事項 
オ 消費生活に関係する商品テストに関する事項 
カ その他消費生活に関する事項 

 
(2) 組  織 

               所長代理（事務吏員）        

  消費生活センター所長   主  査（事務吏員）        消費生活相談員（※） 

               県民生活課兼務職員（事務吏員）      ※会計年度任用職員 

                     

          商品テスト室（兼務） 

           保健環境科学研究所生活衛生科長  研究員（技術吏員） 

 

 (3) 職 員 数 

    所  長  1 名  県民生活課兼務職員 事務職員      8 名      

  所長代理  1 名     （商品テスト室） 

  主  査  1 名         生活衛生科長   1 名 

  相 談 員  8 名     主任研究員   2 名 

     計      11 名              計          11 名       

    

                                                  

(8) 新潟ユニゾンプラザ 1 階の県消費生活センター位置図 



 
 
 
 

令和３年度 事業計画                                                             
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3 令和３年度事業計画 

(1) 啓発講座 

県民の消費生活の安定及び向上を図るため、最近の消費者問題等を通じて消費者の知識、判断力等

を身に付けてもらうための普及啓発講座を開催するとともに、市町村や各種団体が実施する啓発講座

に講師を派遣する。 

 

① 消費者力アップ講座（消費生活センター主催） 

商品・サービスを見極める確かな目を養い、消費者の自立を支援するため講座を開催する。 

回 開催日 テ ー マ 

1 9 月 16 日（木） やさしく教えて！金融商品 

2 10 月 28 日（木） 知って得する食品表示 

 

② 簡易テスト講座（消費生活センター主催） 

くらしに役立つ情報を実験形式で習得できる講座をグループ等からの要望で開催する。 

 テーマ 内   容 

1 ちょっと気になる食品の糖度 糖度計による食品中の糖分の測定 

2 
旨い！でもその塩分は大丈夫？ 

～測ってみましょう『我が家のみそ汁』～ 
塩分計を使ったみそ汁、スープ、カップ麺などの塩分の測定 

3 賢く使おう食用油 揚げ油の品質テストと食用油の種類や特徴 

4 知っている？家庭で汚した水のこと 家庭排水の汚れをパックテストを用いてＣＯＤを測定 

5 もっと知ろう！輸入かんきつ類の防かび剤 
輸入かんきつ類の防かび剤の表示の見方や種類についての理

解とビタミンＣの測定 

6 
お米の種類と保存方法 

～知識を深めておいしく食べよう～ 
米の鮮度の測定と正しい保存方法 

 

③ 啓発講座講師派遣支援 

くらしに役立つ知識や最近の消費生活情報について、各地域・グループなどで自主的に取り組む講

座や学習会などに、講師を派遣する。 

 支援期間 令和 3年 4月～令和 4年 2月 

№ テーマ 内  容 

1 だまされないで！悪質商法 
悪質商法による被害の未然防止や被害にあってしまった場合の対処法

について、契約の基礎知識やクーリング・オフなどを含めて学習する。 

2 高齢期・老後における生活設計 
 年代に応じた生活設計や保険、必要なお金のことなど、役立つ情報を

学習する。 

  

④ 大学や専門学校等での出前講座 

若者に対する悪質商法被害の未然防止のため、新入生等を対象に消費生活問題に関する講義を行

う。 
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(2) 啓発・情報提供事業 

① 全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO
パ イ オ

-
－

NET
ネ ッ ト

）の活用 

国民生活センターをホストとするオンライン端末機を利用して、全国の相談情報、判例情報、商品

テスト情報等を検索し、相談業務や消費者被害の未然防止に活用するとともに、消費者、市町村消費

生活相談窓口等関係機関に情報提供する。 

また、より迅速、的確に情報提供するために県消費生活センター、県民生活課と県内 22市町消費

生活センターや消費生活相談窓口とを結ぶ「新潟県消費生活情報ネットワークシステム」を積極的

に運用する。 

② センターレポート（事業概要）の作成 

センターにおける啓発教育業務、相談処理業務、商品テスト業務等の概要をとりまとめ、年 1 回

発行する。 

③ 生活情報にいがた「くらしほっと」の作成 

消費生活に役立つ各種の情報や相談事例等を提供するため、「くらしほっと」を年 2 回、市町村、

関係行政機関、消費者団体等に配布する。 

④ テレフォンサービスの実施 

携帯電話のサイト料金請求トラブルやクーリング・オフの方法など、相談の多いトラブルの対処

方法や基本的知識を、電話（025－285－7000）を利用して情報を提供する。 

4 種類の情報から聞きたい情報を選択できる。 

⑤ 悪質商法被害防止共同キャンペーンの実施 

若者と高齢者の悪質商法に対する注意喚起と被害の未然防止を図るため、県内の消費生活センター

等と共同で悪質商法被害防止キャンペーンを行い効果的な消費者の意識啓発を実施する。 
・「若者向け特別電話相談」  令和 4 年 1 月 13 日(木)～14 日(金)実施予定 

・大学等との消費者被害防止のための懇談会  令和 3年 11 月頃開催予定 

・「高齢者向け特別電話相談」 令和 3 年 9 月 16 日(木)～17 日(金)、令和 4年 2月 17 日(木)～ 

18 日(金)実施予定 

⑥ 展示・閲覧室における情報提供 

消費者への情報提供のため、相談事例・消費生活情報について、リーフレット・パンフレット等

の展示・配布のほか、消費生活関連 DVD の視聴や図書等の閲覧及び貸出しを行う。 

⑦ 報道機関を通じての情報提供 

各講座の募集や相談事例などを必要に応じて資料提供するほか、相談受付状況など作成の都度提

供し、被害の未然防止を図る。 

⑧ ホームページ 

消費者被害情報や相談事例、毎月の消費生活相談の受付状況など、消費生活に関する様々な情報  

をホームページ「はい！新潟県消費生活センターです」の中で提供する。 

URL：https://www.pref.niigata.lg.jp/site/shohiseikatsu/ 

⑨ 消費者啓発に向けた広報活動 

マスコミ等を活用し、消費生活トラブルの未然防止や消費者啓発のための広報を行う。 
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(3) 相談業務等 

消費者利益の擁護並びに消費生活の合理化と向上のため、消費者の苦情や相談に応じ、迅速な解決と

効果的な処理を行う。 

また、市町消費生活センター、市町村消費生活相談窓口及び市町村消費者行政担当窓口との連携によ

り、消費者被害の未然防止を図る。 

① 相談業務 

      月～土曜日の電話相談を実施。（相談時間：月～金曜日午前 9 時から午後 5時まで、土曜日午前 10

時から午後 4時 30分まで）なお、来所相談は月～金曜日で原則予約制。 

② 弁護士相談 

    相談処理上法律的な専門知識を要する相談について、必要に応じて相談者同席で年 8 回弁護士相談

を実施。また、緊急に相談が必要な場合に対応するため、随時相談も併せて実施する。 

③ 消費生活相談員等研修会 

    県消費生活センター、市町消費生活センター、市町村消費生活相談窓口における相談員等を対象に、

多様化、複雑化する消費生活相談に的確に対応するため、専門家（弁護士等）を招いて新しい消費生

活知識・法令等の研修を年 3 回行う。 

    

(4) 商品テスト業務 

 ① 簡易テスト講座 

      消費者団体等からの要望により実施する。 

 ② 消費生活相談による苦情テスト 

      センターにおける試験設備能力及び予算の範囲内で実施するとともに、必要に応じ（独）国民生

活センター及び（独）製品評価技術基盤機構（NITE）に依頼する。 
 ③ 試買テスト 

今年度は実施しない。 

 

(5) 市町村支援事業 

 ① 市町村消費生活相談（窓口）体制整備事業 

市町村消費生活相談（窓口）体制整備を促進するため、市町村消費生活相談員等をセンターで受

入れ研修を実施するほか、当センター相談員を派遣し、市町村における消費生活相談の実施を支援

する。 

 ② 出張情報交換会 

  市町センター及び市相談窓口からの要望を踏まえて、県センターの相談員が市町センター等に出

向き、日頃の相談に関する問題点や課題について、市町センター相談員等と気軽に情報交換を行い、

県と市町の相談員間の一層の連携を図る。 

 ③ 市町村専用相談電話「市町村ホットライン」の設置 

    市町村の消費生活相談窓口における業務を支援するため「市町村ホットライン」（℡025-285-4183）

を設置し、市町村消費生活相談担当者からの相談に対応する。 
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令和２年度 事業実績 
 
 

  
       



(1)　センター利用状況

4 5 6 7 8 9 10

23 19 25 24 23 23 26

375 339 347 350 317 364 381

来　　所 11 3 7 11 8 16 13

電　　話 352 324 334 331 303 343 363

文　　書 12 12 6 8 6 5 5

11 12 1 2 3 合　計

22 23 22 21 25 276

268 299 262 281 350 3,933

来　　所 8 19 9 13 8 126

電　　話 255 277 249 259 333 3,723

文　　書 5 3 4 9 9 84

年末29日～
31日閉館

年始1日～
3日閉館

※毎月第4水曜日は事案調査検討日とし、新規相談の受付は行わない

開 所 日 数

相 談 者 数

備       考

４　 令和２年度事業実績

開 所 日 数

相 談 者 数

備       考

区分
月別

区分
月別

-7-
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(2)講座等の開催状況 

① 消費生活啓発講座（講師派遣）    

くらしに役立つ知識や最近の消費生活情報を提供するため、各地域、グループなどで自主的に取り

組む講座や学習会に講師を派遣した。 

○ テーマ 

1 だまされないで！悪質商法 

2 セカンドライフの生活設計～退職後のマネープラン～        

（相談員・事務職員） 

№ 月日 会   場 テーマ 参加

人数 № 月日 会   場 テーマ 参加

人数 
1 9/18(金) 新潟ﾕﾆｿﾞﾝﾌﾟﾗｻﾞ １ 54 6 10/15(木) 新潟ﾕﾆｿﾞﾝﾌﾟﾗｻﾞ １ 43 

2 9/24(木) アオーレ長岡 １ 53 ７ 10/21(水) ｱﾄﾘｳﾑｳ長岡 １ 26 

3 10/7(水) 新潟ﾕﾆｿﾞﾝﾌﾟﾗｻﾞ １ 50      

4 10/13(火) 新発田市ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ １ 30      

5 10/14(水) 上越市 高陽荘 １ 19 計７回 ２７５人 

 

（県消費者協会、県金融広報委員会から講師が派遣されている講座） 

№ 月日 会   場 テーマ 参加

人数 № 月日 会   場 テーマ 参加

人数 
１ 9/15(火) 燕市吉田公民館 ２ 27      

2 11/20(金） 村上市荒川地区公民館 １ 67      

     計２回 ９４人 

 

②簡易テスト講座 

№ 月 日 テーマ 会 場 参加人数 

  実施なし   

     

  計 ０回 ０人 

 

③ 消費者力アップ講座（消費生活センター主催）    

商品・サービスを見極める確かな目を養い、消費者の自立を支援するための講座を、県民を対象と

して開催した。 

回 月日・時 テーマ 講 師 
参 加

人 数 

1 9月30日(水)  
13:30～15:00 

賢い消費者になろう！  
～最近の相談事例から伝えたい注意点～ 

新潟県消費生活センター 
消費生活相談員 １７ 

2 
10月23日(金)  
13:30～15:00 

発信しよう！新潟の発酵食文化 
～新潟の発酵食品あれこれ＆失敗しないコツ

教えます！甘酒作りのポイント～ 

新潟県農業総合研究所 
食品研究センター 
 西脇 俊和氏 

 
 

１７ 

3 11月27日(金)  
13:30～15:00 

ちょっと気になる食品の糖度 新潟県消費生活センター 
商品テスト室 職員 

 
９ 

計 ３回 ４３人 
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④ 大学や専門学校等での出前講座   

若者に対する悪質商法被害の未然防止のため、４校（延べ５回）で新入生等を対象に消費生活問題

に関する講義を行った。 

№ 月 日 テーマ 会 場 参加 
人数 

1 4 月 9 日(木) 
消費者力をアップして自立した消費者にな

ろう 
明倫短期大学 58 

2 4月14日(木) 
消費者力をアップして自立した消費者にな

ろう 
新潟調理師専門学校 65 

3 6 月 2 日(火) （中止：予定数 90人） 新潟法律大学校 0 

4 11月5日(木) 消費者力をアップしよう！！ 
新潟美容専門学校 ｼ゙ ｬﾊ゚ ﾝ･ﾋ゙ ｭー ﾃ

ｨー ･ｱｶﾃ゙ ﾐー  
33 

5 12月7日(月) 
消費者力をアップして自立した消費者にな

ろう 
ｼｪﾌﾊﾟﾃｨｼｴ専門学校 39 

6 1 月 21 日(木) （中止 ：予定数 28 人） ｼｪﾌﾊﾟﾃｨｼｴ専門学校 0 

7 2 月 9 日(火) 
消費者力をアップして自立した消費者にな

ろう 
新潟調理師専門学校 16 

  計 ５回 211 人 

 

(3) 啓発・情報提供事業の実施状況    

① 全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET）の活用 

② センターレポート発行 年 1回 

③ 生活情報にいがた「くらしほっと」（県民生活課と共同発行）季刊（年２回発行）各 36,100 部 

④ テレフォンサービス 

情報数 4テーマ（相談の多い 4 種類のトラブル対処方法） 延利用数 188 件 

[参考] 4 テーマ 

・クーリング・オフの方法 

・携帯電話のサイト料金請求トラブル 

・ハガキ等による覚えのない請求の対処法 

・多重債務に陥った場合 

⑤ 高齢者向け啓発用リーフレット「誰もがみんな高齢者見守隊!!」60,000 部 

⑥ 高齢者向けポスター 400 枚 

⑦ 若者向け啓発用リーフレット「SNS がきっかけに！悪質商法に気をつけろ!!」 58,500 部 

⑧ 若者向けポスター 590 枚 

⑨ ATM 用カレンダー付き啓発カード 135,000 枚 

⑩ 高校生向け消費者教育教本 

「Caution!（ｺｰｼｮﾝ）高校生なら知っておきたい！“これからを生きる”応援ブック」28,500 部 

⑪ 若者向け冊子「ひとり立ち応援ブック」 7,000 部 

⑫ 関東甲信越ブロック悪質商法被害防止共同キャンペーンの実施 

・高齢者特別電話相談の設置 

令和 2年 9月 17 日（木）～18日（金）午前 9 時から午後 6 時まで（相談件数 8 件） 

・若者特別電話相談の設置 

  令和 3年 1月 14 日（木）～15日（金）午前 9時から午後 6 時まで（相談件数 1 件） 

・高齢者特別電話相談の設置(新潟県単独実施) 

令和 3年 2月 18 日（木）～19日（金）午前 9 時から午後 6 時まで（相談件数 8 件） 
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1 多重債務無料相談会の実施 

国の多重債務相談強化キャンペーンに応じ、県弁護士会、司法書士会、国、市町村や関係機関との

連携により開催 

・時期 令和 2年 11 月～12 月(相談件数 10件) 

・会場 6か所(参加 7市町村)    

⑮ 展示・閲覧室 

  消費生活関連ＤＶＤ・図書の閲覧及び貸出し、パネルの展示 

⑯ 報道機関を通じての情報提供（新聞、テレビ、ラジオ） 

⑰ ホームページでの情報提供 

消費者被害情報や相談事例、クーリング・オフの方法、相談の受付状況などを提供 

［参考１］ホームページで注意を呼びかけた消費者被害情報、注意喚起等 36 件 

（県消費生活センター） 

  

［参考２］ホームページで提供した相談事例 

時 期 テーマ 

5 月 15 日 中古車購入のトラブル 

6 月 15 日 光回線サービス契約のトラブル 

8 月 1 日 モノなしマルチ商法のトラブル 

9 月 15 日 高額な布団のリフォーム契約のトラブル 

11 月 1 日 情報商材のトラブル 

12 月 15 日 未成年者の契約 

2 月 1 日 ネット通販のトラブル 

3 月 15 日 携帯電話契約のトラブル 

 

⑱ 消費生活センター(消費者ホットライン１８８)の周知に向けた広報活動 

マスコミ等の活用により、身近な消費生活相談窓口としての消費生活センターの周知を図った。 

時 期 取 組 内 容 

9 月、2 月 
高齢者の消費者被害防止に向けた広報 

テレビ、ラジオ番組内での注意喚起、 

１～3月 
若者の消費者被害防止に向けた広報 

ラジオ番組内での注意喚起、コンビニ店頭のポスター掲示 

                                     



(4)　消費生活相談の受付状況

① 　相談件数

（5.5％)である。

相談が大部分を占めている。

          表１　   相 談 方 法 別 件 数

　令和2年度の相談件数は3,933件で、令和元年度（4,425件）と比べ492件の減少と

なった。その内訳は、苦情相談が3,716件（94.5％）、問い合わせ、要望が217件

　相談方法別では、電話による相談が3,723件（94.7％）、来所による相談が126件

（3.2％）、手紙や電子メールなどの文書による相談が84件（2.1％）と電話による

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2

（件数）

（年度）

図1 消費生活相談年次推移（過去10年間)

問い合わせ、要望 苦情相談

年  度 相談件数合計 年  度 相談件数合計
Ｈ23 6,623 28 5,193
24 6,410 29 5,284
25 6,491 30 5,116
26 5,953 Ｒ1 4,425
27 6,060 2 3,933

合　計 苦　情 問合せ 要　望
2 合　　　計 3,933 3,716 215 2
年 来　　　所 126 123 3 0
度 電　　　話 3,723 3,513 209 1

文　　　書 84 80 3 1
元 合　　　計 4,425 4,220 204 1
年 来　　　所 193 186 7 0
度 電　　　話 4,172 3,977 194 1

文　　　書 60 57 3 0
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② 　相談者（契約当事者）の属性

　相談者（契約当事者）の男女別（図2）でみてみると、男性が1,935件（49.2％）、女性が

1,639件（41.7％）、その他（団体等、不明）が359件（9.1％）となっている。　

　職業別（図3）では、給与生活者1,135件（28.9％）が最も多く、次いで無職632件(16.1%)、

家事従事者504件（12.8％）、学生129件（3.3％）、自営・自由業94件(2.4％)となっている。

　年代別（図4）では、70歳代以上が645件（16.4％）、60歳代が512件（13.0%)、50歳代が

458件（11.6％）、40歳代が451件(11.5％)となっている。また,65歳以上の高齢者は924件

（23.5％）となっている。

③ 　相談内容

ア　相談分類別件数の内訳

　  商品・役務（サービス）別相談件数（図5）を見てみると、商品に関する相談は2,055

  件（52.3％）、役務に関する相談は1,742件（44.3％）となっている。

　  商品や役務に属さない相談（近隣関係、慣習、しきたり等）は136件（3.4％）となっ

  ている。
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イ  相談内容別件数

　  相談内容の比率（図6）でみてみると、最も多い相談内容は「契約・解約」（38.4％）で、

  「販売方法」（30.1％）、「品質・機能・役務品質」（10.8％）、「接客対応」（6.2％）、

  「価格・料金」（5.6％）となっている。

ウ  相談の多い商品・役務
　  相談の多い商品・役務は以下（表２）のとおりである。

順位 令和２年度 件数 順位 令和元年度 件数

1 商品一般 481 1 商品一般 565

2 インターネット情報 365 2 インターネット情報 434

3 健康食品 232 3 インターネット接続回線 308

4 不動産貸借 149 4 健康食品 225

5 インターネット接続回線 147 5 不動産貸借 128

6 化粧品(全体) ※ 124 6 役務その他サービス 122

7 電気 118 7 化粧品(全体) ※ 120

8 役務その他サービス 104 8 四輪自動車 111

9 四輪自動車 85 9 工事・建築 98

10 保健衛生品その他 80 電気 93

　※令和2年度より、基礎化粧品、頭髪用化粧品などまとめ集計値での比較とする

表2　相談の多い商品・役務上位10品目

10

商品

2,055件

52.3％

役務

1,742件

44.3％

他の相談

136件

3.4％

図5 商品・役務別相談件数

商品
役務
他の相談
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④ 　特殊販売（訪問販売等）に関する相談

令和２年度  件（％）令和元年度  件（％）前年度比 件  (％）

3,933 4,425 △ 492 88.9%

1,755 100.0% 1,919 100.0% △ 164 91.5%

訪問販売 164 9.3% 217 11.3% △ 53 75.6%

通信販売 1,333 75.9% 1,288 67.1% 45 103.5%

マルチ取引 36 2.1% 52 2.7% △ 16 69.2%

電話勧誘販売 191 10.9% 329 17.2% △ 138 58.1%

ネガティブ・オプション 8 0.5% 6 0.3% 2 133.3%

訪問購入 17 1.0% 19 1.0% △ 2 89.5%

その他無店舗 6 0.3% 8 0.4% △ 2 75.0%

（注）ＳＦ商法、アポイントメントセールスの用語説明は、15ページの表7を参照

　特殊販売(訪問販売・通信販売・電話勧誘販売・その他無店舗販売など）に関する相談は
1,755件（全相談の44.6％）である。令和元年度（1,919件）に比べると164件（8.5％）の減
少となった。
  内訳は、ＳＦ商法（注）やアポイントメントセールス（注）などを含む訪問販売が164件
(9.3.％)、サイト利用料の架空請求などを含む通信販売が1,333件（75.9％）、電話勧誘販売
が191件（10.9％）である。

内
　
　
訳

表3　特殊販売に係る販売購入形態別件数

販売購入形態

図7　　相談件数と特殊販売件数の推移

総　　件　　数

うち特殊販売
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　(件）

　合　計 店舗購入 訪問販売 通信販売
マルチ
取引

電話勧
誘販売

ネガティ
ブ・オプ
ション

訪問購入
その他
無店舗

不明・
無関係

合 計 3,933 515 164 1,333 36 191 8 17 6 1,663

20歳未満 96 5 2 79 2 0 0 0 0 8

20 歳 代 201 23 11 82 10 7 0 0 0 68

30 歳 代 261 39 6 118 2 7 1 2 0 86

40 歳 代 451 61 15 213 3 6 1 0 0 152

50 歳 代 458 65 8 194 4 19 1 1 2 164

60 歳 代 512 75 28 168 3 31 0 1 1 205

70歳以上 645 71 42 135 4 68 2 8 2 313

不 明 1,309 176 52 344 8 53 3 5 1 667

65歳以上 924 121 60 215 6 88 2 8 3 421

〔用語の説明〕
マルチ取引　          　……

ネガティブ・オプション　……注文していないのに一方的に商品と請求書を送りつけてくるもの
その他無店舗　　　　　　……展示販売等

⑤　若者、高齢者（契約当事者）の相談傾向
　ア　若者の相談
　　　20歳代までの若者からの相談は297件(表4）で、令和元年度（344件）より47件減少した。
    販売方法別（表4）では、通信販売161件、店舗購入28件、訪問販売13件、マルチ取引12件、
　　電話勧誘販売7件、ネガティブ・オプション0件、訪問購入0件、その他無店舗0件、
　　不明・無関係76件となっている。
　　　トラブルとして多かった商品・役務は以下（表5）のとおりである。

順位 件数(件) 順位 件数(件)

1 インターネット情報 55 1 インターネット情報 76

2 健康食品 34 2 健康食品 31

3 商品一般 21 3 化粧品(全体) 29

4 化粧品(全体) 16 4 商品一般 21

5 電気 12 5 四輪自動車 16

6 不動産貸借 11 6 エステティックサービス 13

7 結婚式 9 7 ファンド型投資商品 10

8 フリーローン、サラ金 8 7 フリーローン、サラ金 10

7 インターネット接続回線 10

10 　 各5

表4　販売購入形態・年代別相談件数

商品を購入し、自分もまた商品の買い手を探し、加入者を増やしていく
もの

令和２年度

表5　若者の相談上位10品目

令和元年度

9
四輪自動車/ファンド型投資商品
/モバイルデータ通信/コンサート
/エステティックサービス

　 各5
不動産貸借/携帯電話サービス
/役務その他サービス
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 イ　高齢者の相談
　　 65歳以上の高齢者からの相談(表4）は924件で、令和元年度（1,057件）より133件減少した。
   販売方法別(表4）では、通信販売215件、店舗購入121件、電話勧誘販売88件、訪問販売60件、
   訪問購入8件、マルチ取引6件、その他無店舗販売3件、ネガティブ・オプション2件、不明･無
   関係421件となっている。なお、高齢者のうち70歳以上の相談は645件で、 電話勧誘販売（68件）、
   通信販売(135件)、店舗購入（71件）が相談の42％程度を占めている。
　　トラブルとして多かった商品・役務は以下（表6）のとおりである。

順位 件数(件) 順位 件数(件)

1 商品一般 132 1 商品一般 193

2 インターネット情報 77 2 インターネット接続回線 126

3 インターネット接続回線 67 3 インターネット情報 67

4 健康食品 56 4 役務その他サービス 49

5 役務その他サービス 36 5 健康食品 38

6 電気 35 6 電気 35

7 携帯電話サービス 21 7 固定電話サービス 30

7 化粧品(全体) 21 8 修理サービス 26

9 修理サービス 17 8 携帯電話サービス 26

10 保健衛生品その他 15 10 社会保険 22

⑥　「問題商法」に関する相談状況
　　販売方法に問題があるいわゆる「問題商法」のうち相談件数が多く寄せられている手口は以下
（表7）のとおりである。

（件）

令和２年度 令和元年度

634 869

うち架空請求 140 349

120 246

76 99

15 7

35 27

32 28

9 17

34 15

12 15

14 8

根拠のない架空の請求をして、支払わせようとするもの

一度被害にあった人を再び勧誘し、被害を与えるもの

二重請求、不当な取り立て等。架空請求、ワンクリック請求を
含む。

一人の消費者に次から次へと商品やサービスを売りつけるもの

無料をセールストークや広告に使い、商品やサービスを売りつ
けるもの

次 々 販 売

不 当 請 求

利殖になることを強調して投資や出資の契約させるもの利 殖 商 法

無 料 商 法

サイドビジネス商法

二 次 被 害

人を集め日用品等を無料で配り、雰囲気を盛り上げて商品を売
りつけるもの

「サイドビジネスになる」等をセールストークに何らかの契約
をさせるもの

「当選した」「景品が当たった」「あなただけ選ばれた」など
特別扱いであるように思わせて契約させるもの

電話で事務所やファミリーレストランなどに呼び出し、言葉巧
みに商品を売りつけるもの

点 検 商 法
点検を口実に家に上がり込み、不安をあおって、ふとんや住宅
リフォームなどを契約させるもの

アポイントメントセールス

当 選 商 法

S F 商 法

令和元年度

表7　商法・販売手口別件数

問 題 商 法 用 語 の 説 明

表6　高齢者の相談上位10品目

令和２年度
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⑦　「危害」・「危険」に関する相談状況
　　　令和２年度の相談件数は65件（図8）で令和元年度(62件）に比べ、3件の増加となり、その
    内容は「危害」44件、「危険」21件である。
　 　「危害」は商品などにより人身事故（けが）が起こった場合をいい、相談状況は表8のとお
    りである。
     「危険」は商品などにより危害に至っていないが、人身事故のおそれがあるものをいい、
    相談状況は表9のとおりである。

　図8　危害・危険に係る相談件数

　表8 危害（人身に危害が及んだもの）の相談状況（令和２年度）　　

分　　類 商品・役務名 内　　　　容

穀類
先程カップラーメンの容器が熱湯で溶けて、右手の薬指と中指の側面を火
傷した。メーカーに苦情等を申し出たいが電話が繋がらない

魚介類
スーパーで刺身の盛り合わせを購入した。生の鯖だと思って食べたらしめ
鯖だった為、蕁麻疹が出た。表示に記載義務はないのか。

野菜･海草
店で買ったキムチを食べて吐き気・下痢の症状が出た。医者から食中毒で
はないかと言われたがキムチの中の菌を調べてほしい。

昨晩ノンアルビールを７本飲んでから入浴後、目の前が真っ暗になった。
今朝全身が震えて手足が痺れ救急搬送された。情報提供する

ミネラルウォーターを飲むと、お腹が張り、肝臓が痛くなる。センターで
ミネラルウォーターの成分を調べて欲しい。

店舗で箱売りのミネラルウオーターをカートへ入れる際、箱の持ち手が破
れたため小指を突き指した。責任の所在はどこにあるか。

調理食品
夫がパック入りご飯をレンジで温めた後、開封するとカビが生えており、
黒くなって腐敗していた。一口食べたら下痢をした。

高麗人参のサプリメントを飲んだら、胸焼けがしたので医療機関を受診し
た。開封した商品の返品、返金を申し出たが不可と言われた

ネット通販で５００円の生酵素サプリを購入。１回限りと思ったら定期購
入だった。飲んだら吐いてしまったので今回で解約したい。

ネットで購入したダイエットサプリを飲んだら下痢をした。解約の電話を
かけたが「使われていない」とガイダンスが流れた。

ネットで購入したダイエットサプリを飲んだら下痢をして脱水症状になっ
た。解約を申し出ると診断書を送付するように言われた。

ネットで購入したダイエットサプリを飲んだら体調を崩した。解約したい
が３回購入が条件と言われた。広告と違うので納得できない

ネットで１０円のボディケアサプリを注文し、飲んだら両腕に湿疹が出
た。事業者に解約の電話をかけているが繋がらない。

４８０円モニターのダイエットサプリの広告を見て１回だけ試してみよう
と思い申し込んだ。下痢の症状が出たので、解約したい。

スマホで安価なダイエットサプリを申し込んだら定期購入だった。下痢を
したので解約を申し出ると診断書を提出するように言われた

食料品(15)

飲料(3)

健康食品(8)

64 61 57
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スーパー等で、第三者が使用する臭いの強い柔軟剤を嗅ぐと鼻水が止まら
ず、頭痛がしてアレルギー症状が出る。情報提供する。

市販の柔軟剤や芳香剤のにおいで呼吸困難・腹痛・声が出なくなる等の症
状が出る。国で成分の使用を禁止して欲しい。

空調･冷暖房機器
フリマアプリで貴県在住の出品者から空気清浄機を購入した。本体が汚れ
ており、送風で埃を吸ったためアレルギーで手がただれた。

被服品 他の身の回り品
ネットで購入したマフラーの毛が抜けるので、身に付けると咳き込んでし
まう。事業者に使い方の問い合わせをしたが、返信がない。

ラジオＣＭを聞いて育毛ローションを電話注文。使用後、頭皮に痒みが出
たので事業者に申し出たら「定期購入だ」と解約を断られた

ネットで美白クリームを注文した。アレルギー症状と蕁麻疹が出たので解
約したいが、解約フォームから先に進めない。対処は。

ネット通販でシミ取りクリームを注文。使用後かゆみが出たので事業者に
解約を申し出て了承された。空だった２回目商品の対処は。

ネットで、シミに効く美容液を注文した。使用すると肌に合わず赤みが出
たため「代金を支払いたくない」と申し出たが断られた。

新聞広告を見て育毛剤とサプリメントを注文し、使用すると頭皮に痒みが
出た。解約の電話をかけるが「休業です」と案内が流れる。

ネット通販で定期購入契約の美容液を購入したが、痒みが出たので解約し
たい。事業者に電話が繋がらず、メールしても返信が来ない

ネットでお試し９８０円の除毛クリームを注文した。少し肌荒れしたので
販売業者にメールで解約を申し出たが断られた。対処は。

ネット通販で美白美容液を購入したが発疹が出た為、使用を中止した。昨
日２回目以降の督促状が届いたが、支払い義務はあるか。

ネットでシミが取れると広告している美白化粧品を注文した。頬に吹き出
物が出たので、返品したいが「出来ない」と言われた。

理美容器具･用品
歯科医院で電動歯ブラシを購入後使用していたら歯が黒くなり知覚過敏症
になった。メーカ―の取説にその旨の注意書きがない。

１００円ショップで購入した除菌・消臭スプレーを使用した後、手に痒み
が出た。次亜塩素酸Ｎａが食品添加物と記載があるが本当か

隣家で殺虫剤を撒いたのか、３週間前から舌が痺れ、顔や手の皮膚にもヒ
リヒリと刺激を感じる。刺激の強い薬剤は市販されているか

スポーツ用品
新聞広告を見て健康器具を購入。使用後、吐き気やめまいがしたので販社
に返品を申し出たが未使用に限ると言われた。納得できない

数日前にペットショップで子供が犬を購入したが中学生の孫にアレルギー
の喘息症状が出てしまった。クーリング・オフできないか。

禁煙が目的でパソコンから電子タバコを注文した。お試しと思っていた
が、定期購入だった。吸うと咳が出るので解約したい。

同僚や近隣住民の吸う電子タバコが原因で吐き気・呼吸困難・動悸等の症
状が出て生活に大きく支障がある。情報提供する。

家の隣の空き地に雑草が生えており、持ち主が頻繁に除草剤を撒くので、
その影響で頭や喉が痛くなる。止めてほしい。

集合住宅
賃貸アパートの上階住人の電子タバコの臭いで、のどが痛く舌のしびれを
感じる。不動産業者に申し出ても対応してもらえない。

戸建住宅
隣家の外壁工事の騒音があまりにも酷く、眠ることができない。医師から
の診断書もあるが、工事担当者が対応しない。

母が整体院で施術を受けたら、左肩の筋肉が断裂した。母はもう通いたく
ないので、回数券の未使用分を返金してほしい。

大学病院の歯科定期検診で、歯石を取る際に奥歯を根本まで削られ、歯が
沁みるようになった。補償を求められるだろうか。

内科医院で採血をした際に強い痛みがあり今も右ひじから親指にかけて痛
みが残っている。後遺症を心配しているが院長の対応に不満

他の教養娯楽
品
(4)

他の保健衛生品(2)

教養娯楽品
(5)

洗浄剤等(2)

医療(4)
保健・福祉
サービス
(5)

住居品(3)

保健衛生品
（12)

化粧品(9)

土地・建
物・設備
(2)
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医療(4)
ＳＮＳの広告を見てカウンセリングを予約しクリニックで両目の二重まぶ
た手術をした。右まぶたの腫れが引かないので減額希望。

理美容
脱毛エステの施術により皮膚炎になった。皮膚科の治療費の負担や色素沈
着が消えない場合の補償、残りの施術代の返金を求めたい。

他の役務 外食･食事宅配
ファミレスで食べたパンケーキが生焼けで嘔吐したのに店舗責任者の対応
が悪い。医療費以外にもかかった経費を負担してほしい。

 表9 危険（危害には至っていないが人身事故のおそれがあるもの）の相談状況（令和２年度）

分　　類 商品・役務名 内　　　　容

食料品 調理食品
スーパーでチャーハン弁当を購入した。固いものが入っており、調査の結
果「動物か人間の歯」と判明した。慰謝料の請求をしたい。

食器･台所用品
ドラッグストアで無料でもらったプラスチック製フォークで食事した際、
フォークの先が１センチ程折れて飲み込む所だった。

ネットで購入した炬燵の布にくるまれた電源コードの繊維がほどけ、中の
線がむき出しになった。購入店に問い合わせたが対応しない

事業者だ。休憩室で利用している電気こたつから煙が出て電熱器が焦げ
た。事業者に架電するが混みあっていて繋がらない。

事業者だ。大勢の顧客にハンディファンを贈答品として配った。そのうち
の１人から「使用中に火花が出た」と苦情があった。

室内装備品
新聞で事業者の「商品に基準を超える石綿が含まれていた」との記事を見
たが自宅のバスマットが該当の製品かわからない。対処は。

台所の蛍光灯を１００円ショップで購入したＬＥＤ製に交換したら、電子
部品が熱で溶け、穴が開き、蛍光灯も黒くなった。

昨夜、和室にある吊り下げ式照明器具のプルスイッチ付近から煙が出たの
ですぐに天井から本体を外した。新品と交換してほしい。

１７年前店でランタンを購入し使用を試みて保管した。ランタンを調べる
と加熱箇所の部品の故障が分かった。火災の危険がある

先週８か月前に取り付けたシーリングライトから焦げた臭いがした。製造
事業者に連絡するが電話が繋がらない。対処は。

光熱水品 石油
農業を営んでいる。農協から軽油をタンクに給油して貰ったが、バルブが
緩んでいたので全て漏れたが過失を認めず対応して貰えない

保健衛生品 他の保健衛生品
スーパーでマスクを３箱購入し２箱使用したがその中に紐がない商品と針
金が混入していた。不審なので残り１箱を返品したい。

スマホ充電器を県外の店で購入したが、使用していると過熱してくる。交
換することになったがメーカーの交換の方法が納得できない

昨日、車内でスマホの充電をしていたら、スマホと接続するケーブルの差
込口から火花が出た。原因を調査してほしい。

音響･映像製品
液晶テレビが突然映らなくなった。テレビの裏側を見ると、アンテナケー
ブルのコネクタ端子が過熱して、熱くなっていた。

他の教養娯楽品
電動ろくろを使用後、コンセントを抜いたら本体から発煙した。中古品だ
が２か月前に購入したばかりなので返金を求められるか。

車両・乗り物 自動車
中古車のエンジンをかけて除雪していたら車が発火しほぼ全焼した。欠陥
車だったのではないか。車の代金を返金してほしい。

集合住宅
アパートのエアコンや給湯器が壊れて使用出来ず、浴室の排水が詰まり水
が流せない。家賃を減額し、キャンセル料なしで退去したい

衛生設備
排水管工事に使用した接着剤が水道メーターのフィルターに付着して目詰
まりを起こした。水道水を飲んだ孫の健康被害が心配だ。

外食･食事宅配
大手回転寿司チェーン店で妻がプリンを口にしたところガラス破片が混入
していた。怪我はなかったが、情報提供する。

役務その他
車検時にスタッドレスタイヤに交換をした。ナットが緩んでおりタイヤを
差し込むボルトが折れ、タイヤが外れた。

土地・建
物・設備
(2)

他の役務(2)

教養娯楽品
(4)

住居品(9)

電話機･電話機
用品(2)

照明器具(4)

空調･冷暖房機
器(3)

保健・福祉
サービス(5)
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⑧　「多重債務」に関する相談状況

　　　令和２年度の相談件数は74件で、令和元年度（99件）と比べ、25件減少した。

　　　県及び市町村、弁護士会、司法書士会が、令和２年11月から12月に県下6カ所において

　　共同で開催した多重債務者対策相談会に連携して取り組んだ。

   　年代別受付件数

(5)　相談への対応状況 

     契約をめぐるトラブルについては、基本的には当事者間で解決されることを原則としており、

   相談対応の59.8%が具体的な解決方法の助言であった。　　 

     当事者間での解決が困難な場合には、助言を行うとともに、事業者団体や弁護士会等の相談

   窓口を紹介するほか、必要に応じてセンターであっせんを行うこと等により解決を図ることと

   しており、令和２年度のあっせん件数は169件で、そのうち解決件数は142件となっている。

【参考】相談への対応状況（R３.５月末現在）

　

年代 件数
10歳代以下 0
20歳代 9
30歳代 9
40歳代 14
50歳代 9
60歳代以上 15
不明 18

計 74

注:

◯ 助言…トラブルに対して、自主解決の方法をアドバイ

スした場合 (例）クーリング・オフの仕方、架空請求で

の連絡不要を助言

◯ 他機関紹介…センターの業務の範囲でない相談のた
め、本来機関を紹介した場合(例）賃金不払い→労働基準
監督署

◯ その他情報提供…トラブル発生以前の照会等で、アド

バイスや情報提供をしても助言に該当しない場合

○ 処理不能…何らかの物理的理由(連絡不能等）で処理
できなかった場合

7
3

6
4 3

10

4
6

8 8 8
7

0

5
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15

R2.4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

件
数

受付月

令和２年度 月別受付件数

161 142 148
109 99 74

0
40
80

120
160
200

27 28 29 30 元 2

件
数

年度

過去６カ年の年間相談件数

　　　年　　度

　相談合計 3,933 (100.0%) 4,425 (100.0%)

　助言（自主交渉） 2,351 (59.8%) 2,850 (64.4%)

　あっせん 169 (4.3%) 182 (4.1%)

　うち解決 142 (3.6%) 172 (3.9%)

　他機関紹介 15 (0.4%) 36 (0.8%)

　その他情報提供 1,285 (32.7%) 1,276 (28.9%)

　処理不能 80 (2.0%) 66 (1.5%)

　処理不要 21 (0.5%) 15 (0.3%)

　相談継続 12 (0.3%) 0 (0.0%)

  ２年度   元年度
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(6)　弁護士相談の実施状況 

     月１回及び緊急相談が必要な場合に実施　　相談件数 64件

(7)　県内消費生活センター相談員等研修の実施状況 

     消費生活相談員の資質向上と情報交換を目的として開催した。

(8)  商品テストの実施状況

　   令和２年度の当センターにおいて商品テストは、実施しなかった。

     独立行政法人国民生活センターへ１件依頼した。

(9)　市町村支援事業

   　市町村専用相談ホットラインの設置       受付件数　延１７７回

時　　期 　機　　　関　　　名 内　　　　容

令和2年8月 （独）国民生活センター ＵＳＢケーブル

回 月　日 テーマ 講　師

1 11月12日(木）
「改正民法について」
　　～消費生活相談への活用術～

(国民生活センター講師派遣事業より）
　　　　弁護士　中村　新造 氏

2 1月21日(木）
「消費者事故等の通知の運用マニュア
ル」について

(新型コロナウイルス感染防止拡大防止のため中止）

3 2月18日(木） オンラインゲームの仕組みとトラブル (新型コロナウイルス感染防止拡大防止のため中止）
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資 料 編 



店舗購入 訪問販売 通信販売
マルチ・マ
ルチまがい

電 話 勧
誘 販 売

ネガティブ
オプション 訪問購入

その他無
店舗販売

不明・
無関係

A 商品一般 565 481 12 7 72 1 0 0 3 0 386

B 食 料 品 331 334 43 3 200 7 33 2 0 1 45

C 住 居 品 138 175 31 14 97 1 1 1 2 1 27

D 光熱水品 111 134 7 36 3 0 6 0 0 0 82

E 被 服 品 162 168 19 2 107 0 0 1 6 3 30

F
保 健
衛 生 品

201 279 33 6 167 3 3 1 0 0 66

G
教 養
娯 楽 品

241 278 52 8 161 0 1 3 1 0 52

H
車 両 ・
乗 り 物

155 129 71 1 39 0 0 0 2 0 16

I
土地・建
物・設備

85 65 6 13 5 0 3 0 1 0 37

J 他の商品 16 12 0 1 5 0 0 0 2 0 4

2,005 2,055 274 91 856 12 47 8 17 5 745

K
ク リ ー
ニ ン グ

12 8 6 0 1 0 0 0 0 0 1

L
レンタル・
リース・貸借 159 169 24 5 4 1 1 0 0 0 134

M
工事・建
築・加工

104 53 4 12 1 0 0 0 0 0 36

N 修理・補修 69 64 19 8 8 0 0 0 0 0 29

O 管理・保管 11 5 0 0 0 0 0 0 0 1 4

355 299 53 25 14 1 1 0 0 1 204

P 役務一般 23 16 0 7 0 2 0 0 0 0 7

Q
金融・保険
サ ー ビ ス

272 223 23 11 18 10 5 0 0 0 156

R
運輸・通信
サ ー ビ ス

1,018 689 49 13 354 9 101 0 0 0 163

S
教 育
サ ー ビ ス

12 11 1 0 2 0 0 0 0 0 8

T
教養・娯楽
サ ー ビ ス

111 96 20 0 42 1 0 0 0 0 33

U
保健・福祉
サ ー ビ ス

149 112 50 3 2 0 1 0 0 0 56

V 他の役務 232 232 41 14 41 0 34 0 0 0 102

W
内職・副業・
ね ず み 講 11 7 0 0 3 1 2 0 0 0 1

X
他の行政
サービス

40 57 2 0 1 0 0 0 0 0 54

1,868 1,443 186 48 463 23 143 0 0 0 580

Z 197 136 2 0 0 0 0 0 0 0 134

4,425 3,933 515 164 1,333 36 191 8 17 6 1,663

資料1　商品・役務（分類）別販売購入形態相談件数（全体）

他 の 相 談

計

商
　
　
品

計

令和２年
度合計

合       計

分　類
令和元年
度合計

販売購入形態

役
　
　
務

計

商
品
関
連
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店舗購入 訪問販売 通信販売
マルチ・マ
ルチまがい

電 話 勧
誘 販 売

ネガティブ
オプション 訪問購入

その他無
店舗販売

不明・
無関係

A 商品一般 21 21 0 1 3 0 0 0 0 0 17

B 食 料 品 34 37 1 0 33 2 1 0 0 0 0

C 住 居 品 2 7 3 1 3 0 0 0 0 0 0

D 光熱水品 3 12 0 8 0 0 0 0 0 0 4

E 被 服 品 16 19 0 0 16 0 0 0 0 0 3

F
保 健
衛 生 品

30 20 1 1 17 0 0 0 0 0 1

G
教 養
娯 楽 品

18 15 3 0 11 0 0 0 0 0 1

H
車 両 ・
乗 り 物

20 11 5 0 4 0 0 0 0 0 2

I
土地・建
物・設備

2 2 0 1 0 0 1 0 0 0 0

J 他の商品 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

146 145 13 12 88 2 2 0 0 0 28

K
ク リ ー
ニ ン グ

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

L
レンタル・
リース・貸借 6 11 0 0 0 0 0 0 0 0 11

M
工事・建
築・加工

3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

N 修理・補修 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

O 管理・保管 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

11 12 0 0 1 0 0 0 0 0 11

P 役務一般 5 2 0 0 0 2 0 0 0 0 0

Q
金融・保険
サ ー ビ ス

25 21 1 0 5 5 0 0 0 0 10

R
運輸・通信
サ ー ビ ス

102 69 5 0 54 3 2 0 0 0 5

S
教 育
サ ー ビ ス

0 2 0 0 1 0 0 0 0 0 1

T
教養・娯楽
サ ー ビ ス

14 14 3 0 9 0 0 0 0 0 2

U
保健・福祉
サ ー ビ ス

20 8 6 0 0 0 0 0 0 0 2

V 他の役務 8 14 0 1 2 0 1 0 0 0 10

W
内職・副業・
ね ず み 講 5 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0

X
他の行政
サービス

2 2 0 0 1 0 0 0 0 0 1

181 134 15 1 72 10 5 0 0 0 31

Z 6 6 0 0 0 0 0 0 0 0 6

344 297 28 13 161 12 7 0 0 0 76

資料2　商品・役務（分類）別販売購入形態相談件数（若者）

分　類
令和元年
度合計

令和２年
度合計

販売購入形態

商
　
　
品

計

計

他 の 相 談

合       計

役
　
　
務

計

商
品
関
連
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店舗購入 訪問販売 通信販売
マルチ・マ
ルチまがい

電 話 勧
誘 販 売

ネガティブ
オプション 訪問購入

その他無
店舗販売

不明・
無関係

A 商品一般 193 132 5 2 8 0 0 0 2 0 115

B 食 料 品 66 93 12 1 34 4 26 1 0 1 14

C 住 居 品 38 44 12 10 13 0 1 0 1 0 7

D 光熱水品 38 38 2 10 0 0 2 0 0 0 24

E 被 服 品 21 25 5 1 6 0 0 0 4 2 7

F
保 健
衛 生 品

38 60 10 3 33 0 2 0 0 0 12

G
教 養
娯 楽 品

42 46 11 2 19 0 0 1 0 0 13

H
車 両 ・
乗 り 物

14 20 12 0 5 0 0 0 0 0 3

I
土地・建
物・設備

14 14 2 3 1 0 0 0 0 0 8

J 他の商品 5 2 0 0 0 0 0 0 1 0 1

469 474 71 32 119 4 31 2 8 3 204

K
ク リ ー
ニ ン グ

5 4 3 0 0 0 0 0 0 0 1

L
レンタル・
リース・貸借 10 14 2 0 0 0 0 0 0 0 12

M
工事・建
築・加工

16 11 0 4 1 0 0 0 0 0 6

N 修理・補修 27 17 2 4 3 0 0 0 0 0 8

O 管理・保管 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

58 46 7 8 4 0 0 0 0 0 27

P 役務一般 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Q
金融・保険
サ ー ビ ス

70 59 4 8 2 2 1 0 0 0 42

R
運輸・通信
サ ー ビ ス

277 184 10 5 77 0 44 0 0 0 48

S
教 育
サ ー ビ ス

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

T
教養・娯楽
サ ー ビ ス

12 11 1 0 2 0 0 0 0 0 8

U
保健・福祉
サ ー ビ ス

44 41 11 2 0 0 1 0 0 0 27

V 他の役務 66 70 16 5 10 0 11 0 0 0 28

W
内職・副業・
ね ず み 講 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

X
他の行政
サービス

5 12 1 0 0 0 0 0 0 0 11

474 378 43 20 92 2 57 0 0 0 164

Z 56 26 0 0 0 0 0 0 0 0 26

1,057 924 121 60 215 6 88 2 8 3 421

資料3　商品・役務（分類）別販売購入形態相談件数（高齢者）

分　類
令和元年
度合計

令和２年
度合計

販売購入形態

商
　
　
品

計

計

計

他 の 相 談

合       計

役
　
　
務

商
品
関
連
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う

ち

苦

情

件

数

安

全

・

衛

生

品

質

・

機

能

法

規

・

基

準

価

格

・

料

金

計

量

・

量

目

表

示

・

広

告

販

売

方

法

契

約
（

解

約
）

接

客

対

応

包

装

・

容

器

施

設

・

設

備

買

物

相

談

生

活

知

識

そ

の

他

計

A 商 品 一 般 481 447 1 17 18 10 0 19 315 266 20 0 1 1 0 1 669

B 食 料 品 334 318 20 69 16 22 5 33 221 231 21 4 0 0 0 1 643

C 住 居 品 175 164 15 63 14 11 0 13 78 101 19 2 0 1 0 0 317

D 光 熱 水 品 134 133 1 7 7 24 0 1 91 62 3 0 0 0 0 0 196

E 被 服 品 168 161 1 42 5 10 0 7 115 121 21 0 0 1 0 0 323

F
保 健
衛 生 品

279 260 15 60 29 25 3 16 160 168 17 2 0 2 1 2 500

G
教 養
娯 楽 品

278 271 11 75 12 15 0 12 151 197 40 1 0 0 0 0 514

H
車 両 ・
乗 り 物

129 127 1 46 4 20 0 6 42 86 24 0 0 0 0 0 229

I
土 地 ・ 建
物 ・ 設 備

65 62 0 17 4 11 0 1 25 35 10 0 0 1 0 0 104

J 他 の 商 品 12 11 0 2 0 0 0 0 7 7 2 0 0 0 0 0 18

2,055 1,954 65 398 109 148 8 108 1,205 1,274 177 9 1 6 1 4 3,513

K
ク リ ー
ニ ン グ

8 8 0 5 1 0 0 0 2 1 5 0 0 0 0 0 14

L
レンタル・
リース・貸借 169 162 4 48 9 52 0 3 14 115 28 0 1 0 0 0 274

M
工 事 ・ 建
築 ・ 加 工

53 52 2 33 3 12 0 1 11 24 11 0 0 1 0 0 98

N 修理・補修 64 61 0 29 0 23 0 0 14 20 21 0 0 3 0 0 110

O 管理・保管 5 4 1 3 1 2 0 0 1 2 2 0 1 0 0 0 13

299 287 7 118 14 89 0 4 42 162 67 0 2 4 0 0 509

P 役 務 一 般 16 16 0 0 0 0 0 0 16 16 2 0 0 0 0 0 34

Q
金融・保険
サ ー ビ ス

223 213 0 17 6 14 0 4 78 180 19 0 0 0 1 0 319

R
運輸・通信
サ ー ビ ス

689 679 1 63 10 55 0 14 447 579 51 0 0 0 0 0 1,220

S
教 育
サ ー ビ ス

11 10 0 1 1 2 0 0 4 5 2 0 0 0 0 0 15

T
教養・娯楽
サ ー ビ ス

96 92 0 22 5 6 0 2 24 66 21 0 1 0 1 0 148

U
保健・福祉
サ ー ビ ス

112 108 5 33 7 22 0 3 28 42 24 0 0 1 0 0 165

V 他 の 役 務 232 220 3 33 10 28 0 10 99 139 29 0 0 4 0 1 356

W
内職・副業・
ね ず み 講 7 7 0 0 0 0 0 0 7 7 0 0 0 0 0 0 14

X
他 の 行 政
サ ー ビ ス

57 48 1 17 6 0 0 0 3 20 12 0 0 0 0 3 62

1,443 1,393 10 186 45 127 0 33 706 1,054 160 0 1 5 2 4 2,333

Z 136 82 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,933 3,716 82 702 168 364 8 145 1,953 2,490 404 9 4 15 3 8 6,355

計

役
　
　
務

資料4　商品・役務(分類）別内容別相談件数(全体）

他 の 相 談

計

商
　
　
品

計

合       計

分　類

受
付
件
数

内容別相談件数（延べ）

商
品
関
連
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2年度 元年度 2年度 元年度 2年度 元年度

3,933 4,425 224 佐 渡 市 26 42 中魚沼郡

201 新 潟 市 1,711 1,834 225 魚 沼 市 24 41 482 津 南 町 28 25

202 長 岡 市 174 202 226 南魚沼市 44 57 刈羽郡

222 上 越 市 97 119 227 胎 内 市 65 69 504 刈 羽 村 12 11

204 三 条 市 172 166 岩船郡

205 柏 崎 市 52 62 北蒲原郡 581 関 川 村 5 7

206 新発田市 153 164 307 聖 籠 町 12 23 586 粟島浦村 1 0

208 小千谷市 37 46 西蒲原郡

209 加 茂 市 108 101 342 弥 彦 村 27 18 584 720

210 十日町市 36 56 南蒲原郡

211 見 附 市 31 45 361 田 上 町 43 40

212 村 上 市 51 73 東蒲原郡

213 燕 市 160 144 385 阿 賀 町 32 29

216 糸魚川市 18 38 三島郡

217 妙 高 市 21 44 405 出雲崎町 14 13

218 五 泉 市 84 109 南魚沼郡

223 阿賀野市 97 112 461 湯 沢 町 14 15

　　(件）

0 0 0

3,933 4,425 5,116

3,773 3,665 3,864

1,773 1,881 2,122

977 1,071 1,174

283 328 335

327 636 764

613 776 934

275 320 320

118 103 100

255 260 243

421 277 258

34 39 40

298 202 267

288 261 289

128 104 160

120 138 147

86 97 118

203 176 214

105 125 186

81 95 97

145 141 114

58 54 10

6 － －

14,300 15,174 16,872

       ※令和3年5月末現在登録済集計値

刈羽村役場　産業政策課（R2.8.1～）

胎 内 市 消 費 生 活 相 談 窓 口

魚 沼 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

妙 高 市 消 費 生 活 相 談 窓 口

阿 賀 野 市 消 費 生 活 相 談 窓 口

南 魚 沼 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

三 条 市 消 費 生 活 相 談 窓 口

見 附 市 消 費 生 活 相 談 窓 口

小 千 谷 消 費 生 活 相 談 窓 口

燕 市 消 費 生 活 相 談 窓 口

糸 魚 川 市 消 費 生 活 相 談 窓 口

センター・窓口名

長 岡 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

上 越 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

令和2年度

新 潟 県 県 民 生 活 課

合　　　　計

柏 崎 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

新 潟 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

村 上 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

聖 籠 町 消 費 生 活 セ ン タ ー

十 日 町 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

新 発 田 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

加 茂 市 消 費 生 活 相 談 窓 口

佐 渡 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

五 泉 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

県外・不明

          資料5　　相談者の居住地別受付件数  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                           資料6　県内の各消費生活センター・消費生活相談窓口の相談受付状況

新 潟 県 消 費 生 活 セ ン タ ー

市町村名

県　　　計

市町村名 市町村名

平成30年度令和元年度
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説　　　　明

A 商 品 一 般
商品の相談であるが特定できない相談、その商品・サービスが何なのか消費者が知らない架空請求

など

B 食 料 品 飲食に供される商品

C 住 居 品
主として家事に使用するものと住宅内で使用するもので生活必需品としての要素が強い商品。家

具、寝具類など

D 光 熱 水 費
電気、ガス等のエネルギーを含む光熱品及び水道水等の水。供給元から各戸の親メーターまでの設

備・器具を含む

E 被 服 品
衣類とその付属品等、身につけて使用するもの及びそれらを作るための生地、糸等の服飾材料。ア

クセサリーなど

F
保 健

衛 生 品

人の身体を清潔にし、美化し、または健康を保ち、疾病を治療するために使用される商品。医療用

品、化粧品など

G
教 養

娯 楽 品
主として教養、事務または娯楽・趣味の目的で使用される商品。学習教材、書籍などを含む

H
車 両 ・

乗 り 物
人または物を運搬するために屋外で使用するもの。自動車など

I
土 地 ・ 建

物 ・ 設 備

宅地等の土地、住宅用建物、住宅材料及び建築時に設置するのが一般的である相当大がかりな住宅

設備

J 他 の 商 品 農機具、営業用製造・加工機械、家畜、山林の木・砂、看板、小判

K
ク リ ー

ニ ン グ

クリーニング業者に被服品、じゅうたん、カーテン等のクリーニングを依頼する場合、業者が自己

の営業所等で洗う場合

L
レンタル・

リース・貸借

商品を賃貸借する場合の相談。不動産の場合は使用賃借も含む。レンタカー、貸衣装、賃貸アパー

トなど

M
工 事 ・ 建

築 ・ 加 工
ある商品に作ってもらう場合

N 修理・補修 品物を修理・補修してもらう場合

O 管理・保管
品物の管理、保管をしてもらう場合、マンション管理の場合、管理会社の管理だけでなく、自治会

管理も含む

P 役 務 一 般 役務の相談であるがサービスを特定できない、または特定する必要がない相談

Q
金融・保険

サ ー ビ ス

生命保険・損害保険等の保険及び貯蓄・融資・振込・送金等の金融サービス。フリーローン・サラ

金など

R
運輸・通信

サ ー ビ ス

旅客・貨物運送及び電話、電報、郵便等の通信サービス。電話関連サービス、情報提供サービスな

ど

S
教 育

サ ー ビ ス
学校教育、補習教育及びそれらの関連活動

T
教養・娯楽

サ ー ビ ス
教養、趣味、娯楽の目的で受ける役務。資格講座、宝くじなど

U
保健・福祉

サ ー ビ ス

保健・衛生を保つために受ける役務、身体を美化するために受ける役務及び福祉サービス。エステ

テックサービス、衛生サービスなど

V 他 の 役 務 サービス業のうち、Q～Uの各項目に該当しないもの。冠婚葬祭互助会、結婚相手紹介サービスなど

W
内職・副業・

ね ず み 講

営利を目的とする販売・契約行為のうち、いずれにも該当しないが、消費者問題の範疇にあると考

えられる相談。商品先物取引、金融先取引など

X
他 の 行 政

サ ー ビ ス
消費者問題に直接関係ない相談で相談の相手方が行政機関である場合

Z 売り手対買い手という図式を持たない相談

分　類

資料7　分類の説明

他 の 相 談

商

　

　

品

役

　

　

務

商

品

関

連

　（追加資料）

市町村コード 市町村名 2年度 元年度 市町村コード 市町村名 2年度 元年度
342 弥彦村 4 3 482 津南町 35 33
361 田上町 4 10 504 刈羽村(R2年度よりPIO-NET登録開始） 3
385 阿賀町 0 0 581 関川村 1 9
405 出雲崎町 1 0 586 粟島浦村 0 0
461 湯沢町 1 2

資料6以外の町村の相談受付状況（PIO-NET登録外）
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参考資料１ 若者（29 歳以下）からの相談状況について（２年度・全県） 
 
参考資料２ 高齢者（65 歳以上）からの相談状況について（２年度・全県） 
 
参考資料３ 新潟県内における「利殖商法」に関する相談状況について 
                            （２年度・全県） 
 
 



 

- 29 - 
 

 参考資料１  
若者(29 歳以下)からの相談状況について（令和２年度・全県） 

（令和３年５月末現在登録済暫定値での集計結果） 
１ 相談件数の推移 
 ○29 歳以下の若者の相談件数は 1,356 件で、前年度から 181 件増加した。全相談に占める

割合は 9.5％だった。 
 ○若者の支払額１万円以上の相談件数は 48 件増の 246 件で、全体に占める割合は 16.8%だ

った。 
区 分 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 ２年度 ２/元(%) 

相談件数(件) 

（前年差） 
14,766 

(▲1,918) 
16,928 

(+2,162) 
16,872 
(▲56) 

15,174 
(▲1,698) 

14,300 

(▲874) 
94.2 

 
 

29 歳以下(件) 
（前年差） 

 1,331 

(▲344) 
1,254 

(▲77) 
1,056 

(▲198) 
1,175 

 (+119) 
1,356 

 (+181) 
115.4 

若者の割合(%) 9.0 7.4 6.3 7.7 9.5  

 

区 分 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 ２年度 ２/元(%) 

支払額１万円以上(件) 
（前年差） 

1,557 
(▲55) 

1,502 
(▲55) 

1,585 
(+83) 

1,377 

(▲208) 
1,461 
(+84) 

106.1 

 
 

29 歳以下(件) 
（前年差） 

204 
(▲33) 

195 
(▲9) 

209 
(+14) 

198 

(▲11) 
246 

(+48) 
124.2 

若者の割合(%) 13.1 13.0 13.2 14.4 16.8  

           （参考）＜最多件数＞H16：36,670 件 
 
２ 販売形態別相談件数 
 ○若者の相談件数の約 52%が「通信販売」、次いで約 17％が「店舗購入」。 

 ○相談件数に占める若者の割合が高いものは「マルチ」で約 39％、次いで約 15%の「通信販売」。 

区 分
 店 舗 

購 入 
訪 問 
販 売 

通 信 
販 売 

マルチ 

 
電話勧 
誘販売 

訪 問 
購 入 

その他 
無店舗 

不 明 
無関係 

合 計 

R 元(件) 
(構成比(%)) 

2,592 

(17.1) 

946 

(6.2) 

4,069 

(26.8) 

146 

(1.0) 

1,553 

(10.2) 

89 

(0.6) 

57 

(0.4) 

5,722 

(37.7) 

 15,174 

(100.0) 

 
 

29 歳以下（件） 
(構成比(%)) 

238 

(20.3) 

47 

(4.0) 

624 

(53.1) 

59 

(5.0) 

28 

(2.4) 

0 

(0.0) 

4 

(0.3) 

175 

(14.9) 

1,175 

(100.0) 

R２(件) 
(構成比(%)) 

2,349 

(16.5) 

820 

(5.7) 

4,771 

(33.4) 

124 

(0.9) 

1,020 

(7.1) 

91 

(0.6) 

64 

(0.4) 

5,061 

(35.4) 

 14,300 

(100.0) 

 
 

29 歳以下（件） 
(構成比(%)) 

233 

(17.2) 

62 

(4.6) 

711 

(52.4) 

48 

(3.5) 

33 

(2.4) 

1 

(0.1) 

8 

(0.6) 

260 

(19.2) 

1,356 

(100.0) 

若者割合(%) 9.9 7.6 14.9 38.7 3.2 1.1 12.5 5.1  
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 ○若者の「通信販売」に関する相談のうち、「ネット通販（商品）」は前年度の 21%増と

なった。 
 ○また、ネット通販で相談の多い商品は、化粧品、サプリメント、洋服等で 95%以上が価格 

  が 5 万円以下である。 
 

 
 
 
 
 
 
 

区 分 28 年度 29 年度 30年度 R 元年度 2 年度 ２/元(%) 

「通信販売」相談件数(件) 5,102 4,600 4,024 4,069 4,771 117.2 

 
 
 
 

若者相談件数(件) 682 582 457 624 711 113.9 

 
ネット通販(商品) 160 191 142 304 368 121.1 

 商品未着または所在不明 41 39 33 51 50 98.0 

若者支払額 1 万円以上(件) 112 95 102 108 136 125.9 

 平均支払金額(千円) 349 234 298 238 162 68.1 

 
 ○件数は少ないものの若者の比率が高い「マルチ商法」は、相談件数は減少したものの、

平均支払金額は増加。支払額１万円以上の件数は同数だった。 

区 分 28 年度 29 年度 30 年度 R 元年度 2 年度 ２/元(%) 

「マルチ商法」相談件数(件) 127 176 118 146 124 84.9 

 
 
 

若者相談件数(件) 25 32 46 59 48 81.4 

若者支払額 1 万円以上(件) 5 12 26 25 25  100 

 平均支払金額(千円) 379 626 479 709 883 124.5 

 

 

３ 若者から相談の多い商品・役務の品目    
 ○「インターネット情報」が、昨年同様第 1 位となった。 
 ○ 新型コロナ関連で、「健康食品」「化粧品(全体)」の件数が多い傾向が続いている。 

順位 
  

令和元年度 
（1,175 件） 

件数 
令和２年度 

(1,356) 
件数 前年度 

１ インターネット情報 214 インターネット情報 230 +17

２ 化粧品(全体)  114 健康食品 144 +39

３ 健康食品 105 化粧品(全体)  83 ▲31

４ 商品一般 63 商品一般 78 +15

５ フリーローン・サラ金 60 不動産貸借 59 +14
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 ○若者の「インターネット情報」に関する相談件数はやや増加している。また、最近の傾向と

しては「アダルトサイト」が減少し、「出会い系サイト」や「オンラインゲーム」が増加傾向

にある。 
 ○支払額 1 万円以上の件数は微増したが、平均支払金額は前年度の約半分に減少した。 

区 分 28 年度 29 年度 30 年度 R 元年度 2 年度 ２/元(%) 

インターネット情報 2,919 2,359 1,800 1,202 1,176 97.8 

 
 
 
 
 
 

若者相談件数(件) 384 271 229 214 230 107.5 

 
 
 

アダルトサイト 188 66 36 27 28 103.7 

出会い系サイト 34 43 33 55 53 96.4 

オンラインゲーム 30 27 38 39 41 105.1 

若者支払額 1万円以上(件) 41 37 51 54 56 103.7 

 平均支払金額(千円) 640 321 326 400 211    52.7 

  
○若者の「出会い系サイト」に関する相談件数は昨年度と同程度の 53 件である。 
○支払額１万円以上の件数に大きな変化はないが、平均支払金額は半減した。 

区 分 28 年度 29 年度 30 年度 R 元年度 2 年度 ２/元(%) 

「出会い系サイト」相談件数（件） 149 173 156 145 163 112.4 

 
 
 

若者相談件数(件) 34 43 33 55 53 96.4 

若者支払額 1 万円以上(件) 19 14 19 23 22 95.7 

 平均支払金額(千円) 446 547 309 518 247   47.9 

 

４ 特定の商品・役務等の相談状況 
（１）商法・販売手口別 
 ○若者の「ワンクリック請求」や「架空請求」等の「不当請求」は 31 件増加した。 
 ○これ以外では、「２次被害」「アポイントメント商法」は増加したが、「サイドビジネス

商法」は減少した。 
 ○「サイドビジネス商法」では「副業サイト」「出会い系サイト」「情報商材」等の相談が多

い。 

区 分
 28 年度 

(件) 
29 年度 
(件) 

30 年度 
 (件) 

R 元年度 
(件) 

 2－元 
(件) 2 年度

(件) 
若者 
比率 

不当請求 3,485 5,357 5,203 2,781 1,550  ▲1,231 

 29 歳以下 404 273 184 113 144 9.3 +31 

サイドビジネス商法 136 196 200 191 202  +11 

 29 歳以下 25 49 71 79 74 36.6 ▲5 

２次被害 318 175 85 55 57  +2 

 29 歳以下 41 13 4 1 4 7.0 ＋3 

アポイントメント商法 50 89 49 29 24  ▲5 

 29 歳以下 3 4 7 4 5 20.8 +1 
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【参 考】若者からの相談事例（令和２年度） 

 インターネット通販  〜初回 200 円解約ＯＫのはずが解約受付は３回購入後に〜 

〈２０代 女性〉    
  ネットの定期購入比較広告に「初回 200 円解約ＯＫ」と載っていたダイエットサプリの販売

会社をクリックし、初回で解約出来ると思い込んで購入した。初回商品の受け取り後、更に２

か月分のダイエットサプリが届いたので、事業者のＨＰを確認すると「解約の受付は３回購入

後」と書かれていた。事業者に電話をして「初回で解約出来ると広告に載っていたので届いた

商品を返品する」と伝えたが「中途解約は受け付けない」と言われた。３回購入すると合計金

額が４万円になり、高額で払えないので初回のみで解約したい。 

 

 マルチ商法  〜ＡＩが自動運用し月々10 万円の配当〜 

〈２０代 男性〉  
  大学の先輩からいい話があるとセミナーに誘われ「香港の事業者に暗号資産で投資をすると

ＡＩが自動運用し、月々10 万円の配当がある。人にも紹介すればさらにお金が入る」と説明を

受けた。先輩からは「自分が代わって登録するので 38 万円を預けて。」と言われたが、「お金

がない」と言ったら「学生ローンを組めばよい」とすぐローン会社に連れていかれ、10 万円借

りて残りは貯金から引き出した。その後、さらに 100 万円を借りて追加投資したが、全く配当

は入らず、先日「現在出金手続きを停止している」との連絡がきた。事業者にメールをしても

返信がなく契約書等もない。事業者から返金されないので先輩から返金してもらえるか。 

 

 不審なＳＭＳ  〜退会手続きをしないと月額 1,500 円かかる〜 

〈２０代 女性〉   
 先週、スマホに「退会手続きをしないと月額 1,500 円かかる」というＳＭＳが届き、不審に

思ったが「退会はこちら」という表示がありタップしたら、直ぐに「退会手続きをしました」

と表示されたので、終了したと思っていた。ところが、先程、スマホに「退会申請費用は１万

円です。本日５時までに支払わないと、法的手続きに移る。貴方の個人情報を公開する。」と

いう不審なＳＭＳが届いた。どう対処すれば良いか。 

 

 架空請求  〜電話料金未納のショートメールで連絡を求める〜 

〈２０代 男性〉  

  今日、スマホに大手通信会社の関係の事業者を名乗り「未納料金がある。連絡がなければ法

的措置に移行する。」というショートメッセージが届いた。記載の電話番号に連絡すると、「今

日中に 18 万円支払わないと法的措置を取る。」と言われた。身に覚えはないが、どうしたらよ

いか。 
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 当選商法  〜支援金が受け取れるメンバーに当選した〜 

〈２０代 男性〉   
  スマホに「支援金が受け取れるメンバー30 名のうちの１人に選ばれた」とメールが届いた。

メールに記載されていたＵＲＬに接続しサイトに登録したら、女性名で「５千万円受け取れる

チャンスがある。受取り手続きのため『コード番号取得料』として５千円を電子マネーで支払

うように」とメッセージが届いたので、指示どおり電子マネーを購入し番号を伝えた。その後

も「パーソナル番号取得代」や「強化番号取得代」と称して次々に指示され、合計７回 35 万円

分を電子マネーで支払った。不審に思い、ネット検索したら同様の詐欺被害の書き込みを見つ

けたが、今後返金されるだろうか。 

 

サイドビジネス商法  〜無料で始める簡単スマホ副業で１日３万円〜 

〈２０代 女性〉              
  「無料で始める簡単スマホ副業、簡単な作業で１日３万円」という広告を見て、ＳＮＳから

申込みをした。19,800 円のマニュアル購入が必要とわかり、一旦断ったが、「副業の収入で払

える」と説得された。しかし、その内容は 30 分単位で個人の時間を売買するアプリのダウンロ

ードの仕方やチケットの作り方の説明が記載されているだけで、とても儲かるとは思えない。

詐欺ではないかと警察に事情を説明すると「ＳＮＳをブロックし、請求されている 19,800 円は

支払わないように」と言われたが、事業者には既に個人情報を伝えて、運転免許証の提示もし

てしまった。解約したいがどうしたらよいか。 

 

 マッチングアプリ  〜プレゼントを受け取るため住所を教えたら高額な関税を請求〜 

〈２０代 女性〉         
  マッチングアプリで知り合った米国人からプレゼントを受け取るために住所を教えた。４日

前に配送業者から「海外から荷物が届いているが、高級ブランド品なので関税がかかる。25 万

ドル（約 30 万円）を払うように。」と連絡があった。米国人に電話して、「お金がないので払

えない。プレゼントは要らない。」と伝えると、「プレゼントの中に現金が入っているので、

お金を払ってプレゼントを受け取って欲しい。」と言われたので、配送業者が指定した外国人

名義の口座に日本円でお金を振り込んだ。その後、再び配送業者から「現金を送ることは違反

です。１万５千ドル（約 180 万円）を払わないと、貴方は逮捕される。」と連絡があった。配

送業者が指定した口座は１回目とは別の外国人名義の口座だった。ネットでこのようなやり方

は国際ロマンス詐欺だとの情報があり、不審だと思うが、180 万円を払わないことで逮捕されな

いか心配だ。どうしたらよいか。 
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 参考資料２  
高齢者(65 歳以上)からの相談状況について（令和２年度・全県） 

（令和３年５月末現在登録済暫定値での集計結果） 
１ 高齢者の年度別・年代別相談件数 

○高齢者の相談件数は前年度から約 16%減少し 4,383 件となった。全相談に占める高齢者の

割合は約 31％だった。 
○高齢者の支払額１万円以上の相談件数は 29 件減の 380 件で、全体に占める割合は 26.0％

だった。 
 28 年度 29 年度 30 年度 R 元年度 2 年度 ２/元(%) 

総相談件数(件) 
（前年差） 

14,766 

(▲1,918) 

16,928 

(+2,162) 

16,872 

(▲56) 

15,174 

(▲1,698) 

14,300 

(▲874) 
94.2 

 
 

65 歳以上(件) 
（前年差） 

4,115 

(▲475) 

5,274 

(+1,159) 

5,881 

(+607) 

5,185 

(▲696) 

4,383 

(▲802) 
84.5 

高齢者の割合(%) 27.9 31.2 34.9 34.2 30.7 89.8 

 
 28 年度 29 年度 30 年度 R 元年度 2 年度 ２/元(%) 

支払額１万円以上(件) 
（前年差） 

1,557 

(▲55) 

1,502 

(▲55) 

1,585 

(+83) 

1,377 

(▲208) 

1,461 

(84) 
106.1 

 
 

65 歳以上(件) 
（前年差） 

437 

(+7) 

431 

(▲6) 

459 

(+28) 

409 

(▲50) 

380 

(▲29) 

92,9 

 

高齢者の割合(%) 28.1 28.7 29.0 29.7 26.0 87.5 

 

○各年代とも減少した。 

年 代  
総相談件数 60 代 70 代 80～ 

元年度(件) 
(構成比(％)) 

15,174 

(100) 

2,602 

(17.2) 

2,481 

(16.4) 

1,334 

(8.8) 

２年度(件) 
(構成比(％)) 

14,300 

(100) 

2,284 

(16.0) 

2,118 

(14.8) 

1,118 

(7.8) 

増減率(%) 94.2 87.8 85.4 83.8 

 

２ 販売形態別相談件数 
○高齢者の相談件数は、全体件数が減少する中、「通信販売」のみ増加した。これ以外の

形態のほとんどが減少、または横ばいだった。 
○高齢者の割合では「訪問購入」「訪問販売」「電話勧誘販売」が特に高い。 

 店 舗 
購 入 

訪 問 
販 売 

通 信 
販 売 

マルチ 
 

電話勧 
誘販売 

訪 問 
購 入 

その他 
無店舗 

不 明 
無関係 合 計 

R 元(件) 
(構成比(%)) 

2,592 

(17.1) 

946 

(6.2) 

4,069 

(26.8) 

146 

(1.0) 

1,553 

(10.2) 

89 

(0.6) 

57 

(0.4) 

5,722 

(37.7) 

15,174 

(100) 

 
 

65 歳以上(件) 
構成比(%) 

763 

(14.7) 

477 

(9.2) 

776 

(15.0) 

25 

(0.5) 

749 

(14.4) 

60 

(1.2) 

23 

(0.4) 

2,312 

(44.6) 

5,185 

(100) 

R2(件) 
(構成比(%)) 

2,349 

(16.4) 

820 

(5.7) 

4,771 

(33.4) 

124 

(0.9) 

1,020 

(7.1) 

91 

(0.6) 

64 

(0.5) 

5,061 

(35.4) 

14,300 

(100) 

 
65 歳以上(件) 
構成比(%) 

675 

(15.4) 

408 

(9.3) 

960 

(21.9) 

26 

(0.6) 

501 

(11.4) 

51 

(1.2) 

23 

(0.5) 

1,739 

(39.7) 

4,383 

(100) 

高齢者割合(%) 28.7 49.8 20.1 21.0 49.1 56.0 35.9 34.4  
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３ 高齢者からの相談が多い商品・役務の品目 
○「商品一般」が前年度に比べ 546 件減少したが、引き続き最多となった。  
○「インターネット接続回線」は、ほぼ半減した。 
○ これ以外では、「電気」「化粧品（全体）」と新型コロナ関連として「他の行政サービス」

の増加が目立った。 

順位 
  

Ｒ元年度 
（5,185 件） 

件数 
Ｒ２年度 

（4,383 件） 
件数 前年差 

１ 商品一般 1,141 商品一般 595 ▲546 

２ インターネット情報接続回線 415 インターネット情報 239 ▲11 

３ インターネット情報 250 インターネット接続回線 208 ▲207 

４ 健康食品 211 健康食品 199 ▲12 

５ 固定電話サービス 188 電気 199 +38 

６ 電気 161 化粧品（全体） 106 +42 

7 工事・建築 113 固定電話サービス 105 ▲83 

８ 役務その他サービス 102 役務その他サービス 98 ▲4 

９ 社会保険 99 他の行政サービス 91 +22 

10 フリーローン・サラ金 96 携帯電話サービス 90 +8 

 
○高齢者の「電話勧誘販売」は前年度から 248 件減少した。勧誘商品を見ると、「インターネ

ット接続回線」「電気」「固定電話」の順で多くなっている。 
○支払額１万円以上の件数及び平均支払額は減少した。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 28 年度 29 年度 30 年度 R 元年度 2 年度 ２/元（％） 

「電話勧誘販売」 相談件数 
                    (件) 

1,349 1,340 1,519 1,553 1,020 65.7 

 
 
 
 
 
 
 
 

高齢者相談件数(件) 612 598 777 749 501 66.9 

 
 
 
 
 

        １位 ネット接続回線  ネット接続回線 ネット接続回線 ネット接続回線 ネット接続回線  

        ２位 商品一般 健康食品 固定電話 固定電話 電気  

        ３位 健康食品 商品一般 電気 電気 固定電話  

        ４位 鮮魚 固定電話 健康食品 健康食品 健康食品  

        ５位 ファンド型投資商品  電気 商品一般 商品一般 商品一般  

支払額 1 万円以上(件) 30 20 39 40 22 55 

 平均支払金額(千円) 6,462 649 212 1,540 171 11.1 

 
 ＜参考＞高齢者の「インターネット接続回線」相談月別件数 

  区 分 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月  
 
 

ネット接続回線件数 40 17 14 21 19 11 18 14 15 13 13 13 

 うち電話勧誘 29 12 11 13 13 9 11 10 8 6 5 8 
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○高齢者の「訪問販売」の相談件数は、前年度に比べ 69 件減少した。勧誘商品では昨年同様

「電気」が第１位となった。 
○支払額１万円以上は 27 件減少し、平均支払金額も約 20 万円減少した。 

  
 
 
 

 28 年度 29 年度 30 年度 R 元年度 2 年度 ２/元（％） 
「訪問販売」相談件数 
         (件) 

1,191 

 

1,068 

 

866 

 

946 

 

820 

 

86.7 

 

 
 
 
 
 
 

高齢者相談件数(件) 531 469 428 477 408 85.5 

 
 
 
 
 

       １位 工事・建築 工事・建築 ふとん類 電気 電気  

       ２位 ふとん類 新聞 新聞 工事・建築 ふとん類  

       ３位 修理サービス ふとん類 工事・建築 ふとん類 工事・建築  

       ４位 商品一般 ネット接続回線 修理サービス 修理サービス ネット接続回線  

       ５位 ネット接続回線 テレビ放送サービス 商品一般 新聞 

普通生命保険 

修理サービス  

支払額 1 万円以上(件) 151 100 114 104 77 74.0 

 平均支払金額(千円) 1,362 1,554 999 1,229 1,034 84.1 

 
４ 特定の商品・役務等の相談状況 
 〔商法・販売手口別〕 
 ○「不当請求」は総相談件数、65 歳以上の相談件数ともに大幅に減少した。 

○ 次いで、65 歳以上では「無料商法」「次々販売」の減少が目立った。 

3,485 5,357 5,203 2,781 1,550 ▲ 2,422 ▲ 1,231

65歳以上 683 1,704 2,110 1,108 446 29 ▲ 1,002 ▲ 662
372 290 276 419 255 +143 ▲ 164

65歳以上 94 63 78 125 68 27 +47 ▲ 57
136 196 200 191 202 ▲ 9 +11

65歳以上 23 27 17 13 17 8 ▲ 4 +4
91 139 175 130 112 ▲ 45 ▲ 18

65歳以上 37 62 77 31 27 24 ▲ 46 ▲ 4
156 147 105 120 94 +15 ▲ 26

65歳以上 82 75 56 66 36 38 +10 ▲ 30
45 43 41 58 44 +17 ▲ 14

65歳以上 34 34 34 41 26 59 +7 ▲ 15
318 175 85 55 57 ▲ 30 +2

65歳以上 46 28 15 15 17 30 0 +2
67 62 51 53 94 +2 +41

65歳以上 28 39 19 16 17 18 ▲ 3 +1
78 48 44 49 49 +5 0

65歳以上 44 28 27 34 31 63 +7 ▲ 3

増減
元-30

増減
２-元

二次被害

当選商法

点検商法

高齢者

比率

不当請求

無料商法

サイドビジネス商法

利殖商法

次々販売

SF商法

区　　分 R2年度R1年度H30年度H29年度H28年度
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【参 考】高齢者からの相談事例（令和２年度） 

 電話勧誘販売  〜「無料の昆布を送ります」との電話勧誘〜 

〈７０代 男性〉  
  先程、事業者から「無料の昆布を送ります」と電話勧誘を受けた。さらに有料の蟹も勧めら

れたが断り、昆布だけ送ってもらう事を了承した。相手は自宅の住所を知っており、以前も利

用してもらったような事を言っていたが、頼んだことはない。やはり、昆布の送付も断ろうと

考え直し、表示された携帯番号に折り返し連絡したがつながらず、事業者名も分からない。自

分の携帯から相手の番号に断りのＳＭＳを送信したが、万一商品が届いたら困る。どうすれば

よいか。 

 
 

 電話勧誘販売  〜見知らぬ事業者から老人施設の入居権の連絡〜 

〈８０代 女性〉    
 見知らぬ事業者から「貴方の居住地に老人施設が建設された。一人暮らしをしている貴方に

は入居の権利がある。別の人が譲渡してほしいと希望しているので、書類が送られてきたら取

りに行く」と電話があった。何の事かわからないので、詳しく尋ねたが相手は「権利がある」

とだけしか言わない。近くに住む息子に相談したら「書面が届いても署名するな」と注意を受

けたが、どうしたらよいか。 

 
 

ＳＦ商法  〜超音波マッサージ器（管理医療器具）の購入を進められ〜 

〈６０代 女性 〉 
 近所で、日用品を 100 円で販売する店がオープンしたので出かけたところ、布団や健康医療

器具等を勧められ、超音波マッサージ器を購入した。「この器具は管理医療器具で、白内障や

緑内障の症状が改善した人もいる。さらに眼だけでなく、身体にも使用できる」と勧められ、

自分の緑内障の症状が良くなるかと思い 18 万円で購入した。しかし、契約書も受け取っておら

ず、商品は高額で効果があるのか心配だ。眼科医に相談したら「その様な機器は知らない」と

言われた。不審なので解約したい。 

 
 

劇場型勧誘  〜居住地の介護保険課からの連絡〜 

〈６０代 男性〉     
  先程、居住地の介護保険課から電話があり「２年間の介護保険料が過納となっており還付金

があるので銀行のＡＴＭに行き、手続きをするように」と言われた。銀行に着いて、指示され

た番号に電話すると、大手金融機関の個人名義の口座に「８３５０２２と入力するように」と

指示してきたので、振り込みをする手続きではないかと途中で怪しくなり、手続きを止めた。

相手先に生年月日を知らせてしまったが、振込みはしていない。あらためて役所に還付につい

て確認すると「そのような連絡はしない。」と言われ、ますます不審になった。今後の対処方

法は。 
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当選商法  〜最新のスマートホンが当選した〜 

〈６０代 男性〉 
  スマホでネット検索していると突然広告が入り「最新のスマホが当選し、500 円で購入できる」

と表示された。最新機種が格安で購入できると思い、入力フォームに個人情報とカード情報を

入力した。その後、クレジットカード会社からの請求明細を見ると、１週間後に３千円、その

２週間後にも３千円の請求があるが、この金額には身に覚えがないし、スマホも届かない。こ

のまま請求が続くと思うと不安だ。どうしたらよいか。 

 
 

 点検商法  〜電気温水器の点検時に屋根裏点検を提案〜 

〈６０代 男性〉     
  昨年電気温水器を契約した事業者から温水器の点検の電話があり、７月に訪問を受けた。そ

の際に「屋根裏の点検も一緒にやらないか」と提案され、了承した。点検すると「鉄骨に錆が

出ている。建築基準法の関係で換気扇をつけた方が良い」と言われ 120 万円で取付工事を行っ

た。今年、ハウスメーカーの 15 年無料点検があったので、そのことを確認したら「意味のない

工事ですね」と言われた。不要な工事だったのだろうか。 

 
 

 架空請求  〜24 時間以内にログインしないとアカウントを停止する〜 

〈６０代 女性 〉   
  携帯電話に大手通販会社から未払いがあるというメールが２件届いた。一昨日は８万円、昨

日は９万円の請求でカード決済しているようだ。「24 時間以内にログインしないとアカウント

を停止する」とＵＲＬが表示されている。自分は、当該通販会社を利用するが、パソコンから

の利用なので携帯電話のメールアドレスは登録していないし、いつも現金で支払いをしており、

クレジットカードの登録もしていない。不審に思うので、クリックはしていないが、どうした

らよいか。     

 
 

 訪問購入  〜何でも買い取る。訪問させてほしい。〜 

〈７０代 女性 〉   
  県外の業者からの電話で「何でも買い取る。訪問させてほしい。」と言われ、迷ったが「こ

れから 30 分以内に行く。」と言われてしまい、承諾してしまった。来訪した事業者に、不要な

洋服や靴等を見せたが、「貴金属はないか。」と言われ「ない。」と答えたが、「高齢者なら

金歯等あるのではないか。」と強引に言われた。「本当にない。」と断ってもなかなか帰って

もらえず、最後は乱暴な態度を取ってやっと帰っていったが怖かった。また、電話等あったら

どうしたらよいか。 

 
 



- 39 - 
 

 参考資料３  

新潟県内における「利殖商法」に関する相談状況について（令和２年度・全県） 
（令和３年５月末現在での集計結果） 

１ 「利殖商法」相談件数等 

（１）年度別相談件数 
 ○「利殖商法」の総相談件数は 112 件で前年度に比べ減少したが、支払額１万円以上の相談

件数は 72 件で、増加した。 
 ○平均支払額は約 284 万円で前年度に比べ約 46 万円減少した。 

区 分 28 年度 29 年度 30 年度 R 元年度 2 年度 2/元(％) 

「利殖商法」総相談件数(件) 
（前年差） 

91 
(▲11) 

139 
(+48) 

175 
(+36) 

130 
(▲45) 

112 
  (▲18) 86.2 

 
 

支払額１万円以上(件) 
（前年差） 

36 
(▲1) 

84 
(+48) 

108 
(+24) 

66 
  (▲42) 

72 
   (+6) 109.1 

平均支払金額(千円) 8,415 7,048 4,304 3,301 2,842 86.1 

（２）年代別・性別相談件数 
 ○高齢者の相談件数は 27 件で前年度に比べ減少したが、支払額１万円以上の件数は 21 件で、

増加した。 

 ○年代別では、男女とも 50 歳未満が多く、次いで 70 代及び 60 代の女性、50 代男性が多い。 
 ○支払額１万円以上は男女とも 50 歳未満が多かった。 

区 分 28 年度 29 年度 30 年度 R 元年度 2 年度 2/元(％) 

65 歳以上の相談件数(件) 
（前年差） 

37 

(▲19) 

62 

(+25) 

77 

(+15) 

31 

(▲46) 

27 

（▲4) 
87.1 

 
支払額１万円以上(件) 

（前年差） 
19 

(+1) 
44 

(+25) 
60 

(+16) 
17 

(▲43) 
21 

(+4) 123.5 

相談件数に占める割合(%) 40.7 44.6 44.0 23.8 24.1  

 

区 
分 

「利殖商法」総相談件数(件)※ 支払額１万円以上の件数(件) 

～50 50 代 60 代 70 代 80～ 無回答 ～50 50 代 60代 70 代 80～ 無回答 

 
男 35 8 5 1 2 4 23 4 3 0 2 2 

女 23 5 10 15 1 0 13 5 7 12 1 0 

※団体１件、不明 2 件は除く。 

 

（３）勧誘方法別の相談状況 
  ○勧誘方法別では、「マルチ」「通信販売」が多く、65 歳以上では「マルチ」の次に「訪問販

売」が多い。 

区 分
 店舗 

購入 
訪問 
販売 

通信 
販売 マルチ 電話勧 

誘販売 
訪問

購入 
その他 
無店舗 

不 明 
無関係 合計 

「利殖商法」総相談件数（件） 0 9 31 37 14 0 1 20 112 

 65 歳以上の相談件数 0 6 4 10 1 0 1 5 27 
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（４）利殖商法における２次被害の相談状況 
  ○２次被害の相談件数は 29 年度以降減少傾向だったが、２年度は２件増加した。 
  このうち２年度の利殖商法は、件数及び支払額１万円以上とも１件であった。 

区 分 28 年度 29 年度 30 年度 R 元年度 2 年度 2-元 

２次被害相談件数(件) 318 175 85 55 57 +2 

 
 

利殖商法 3 3 5 5 1 ▲4 

 支払額１万円以上 1 0 4 2 1 ▲1 

 

２ 利殖商法での勧誘方法 

（１）主な投資先 
  ○ファンド型投資商品が全体の 50％近くを占めた。 
  ○勧誘商品の内容は暗号資産（仮想通貨）、海外への投資、農園オーナー、情報商材など社会

情勢を反映して多種多様。 

区 分 28 年度 29 年度 30 年度 R 元年度 
 

元-30 2 年度 構成比 

総相談件数(件) 91 139 175 130 112 100 ▲18 

 
 

公社債 6 1 0 0 1 0.9 +1 

未公開株 1 5 6 1 0 0.0 ▲1 

デリバティブ取引 9 3 10 9 16 14.3 +7 

ファンド型投資商品 46 78 101 62 52 46.4 ▲10 

分譲マンション 2 3 2 4 1 0.9 ▲3 

  ※ファンド：複数の出資者から資金を募り、その資金を元手とした事業/投資などを行って得られた利益を出資者

に配当する仕組み（集団投資スキーム） 
 
（２）主な勧誘手口  

区 分 28 年度 29 年度 30 年度 R 元年度 2 年度 2/元(％) 

利殖商法 91 139 175 130 112 86.2 

 

 

DM 広告 2 1 7 1 0 － 

劇場型 9 1 0 3 0 － 

被害回復型 3 3 5 5 1 20.0 

代理購入型 0 0 0 1 0 － 

 
  ○電話勧誘や SNS の広告等をきっかけに、「被害回復型」「劇場型」など様々な形態で勧誘 

している。 
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【参考】「利殖商法」に関する相談事例（令和２年度） 

 暗号資産の投資  〜ロシアのサイトの投資で儲かる〜 

〈４０代 女性〉   
在宅ワークについてネット検索をしていたら知らない男性から電話があり、「ロシアのサイ

トに暗号資産で投資すると儲かる。」と説明を受けた。儲かるならよいかと思い、説明どおり

に国内の暗号資産取引所を利用してロシアのサイトに送金した。半年後には出金可能と言われ

たが、現在、サイト上のマイページで暗号資産の価値が上がっていることを確認できるがサイ

トから出金できない。勧誘してきた男性に「詐欺ではないか。」と問い詰めたら電話にも出ず、

メールの返信もなくなった。国内の暗号資産取引所に相談したが「ロシアのサイトに出金出来

ない理由を聞くように。」と言われ、メールでサイトに問い合わせたが、返信がない。高額な

代金を投資したので、センターで何とかしてほしい。 
 

 

副業サイト  〜商品評価システム運営会社への投資で儲かる〜 

〈３０代 男性 〉      
ＳＮＳで知り合った人から副業サイトを紹介された。そのサイトは、大手通販サイトと連携

しており、商品を自動でレビューし評価するシステムを運営している。「運用資金は減らない

し儲かる。また、出資後ルーレットの結果に応じた割合で運用資金がもらえる」との説明を受

けて、無料通話アプリに登録してサイトの担当者から指示されるまま、申込金と運用資金 30 万

円を個人名義の銀行口座に振り込んだ。事業者の所在地や連絡先電話番号は分からず契約書も

無い。先月、サイトのオープンチャットが閉鎖したので不安になり、サイトから運用資金を出

金しようとしたが手続きが出来なかった。サイトに問い合わせたら「新型コロナウイルスの影

響で在宅勤務になり、出金手続きができない。」と回答があり、昨日、サイトが消えてしまい

詐欺にあったと気づいた。できれば返金してほしい。 
 

 

次々販売  〜配当金で新たな私募債の購入を勧誘〜 

〈７０代 男性〉    
  知人の紹介でアニメの制作会社の私募債を購入して１千万円支払い、毎月 15 万円程度の配当

金が振り込まれていた。最近、事業者から「これまでの配当金で、更に弊社の私募債を購入し

ないか。」と勧誘されたので 500 万円を支払った。しかし、翌月から配当金の振り込みが滞り

始めたので、事業者に問い合わせると「新型コロナウイルスの影響で業績が悪くなり、配当金

の振り込みが遅れているが、12 月から再開する」と言われた。しかし、先日事業者から「配当

金の振り込みは来年４月からになる。」と書面が届いたが、４月まで待てないので、直ぐに解

約の連絡をすると「解約手続きの書類は送付するが、いつ償還出来るか分からない。」との返

答であった。投資額を返金してほしいが、対処方法は。 
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 コーヒー農園のオーナーシップ契約  〜年利回り８％で絶対に儲かる〜 

〈７０代 女性 〉               
  理容室を経営している実家の母から「１口 50 万円のコーヒー農園のオーナーになったら分配

金を 30 万円受け取った」と聞き、驚いて詳しく話を聞いたところ、わずか４か月の間に４回に

分けて２千万円もの大金を事業者に預けていた。担当者は電話で勧誘した後に足繁く母を訪ね、

コーヒーを飲みに連れて行ったり、腰が痛いと言えば県外からお守りを買ってくるなど、とて

も親切な青年だという。初めは２口 100 万円の契約だったが「年利回り８％で絶対に儲かるか

ら」と次々申し込んだようだ。今時、そんな高利回りなどありえない話なのでだまされている

のではないかと思うが、センターに事業者の情報があるか。また、契約の取消は可能だろうか。 
 

 ファンド型投資商品  〜２週間で 10％の配当〜 

〈５０代 男性 〉   
  懇意にしている元証券会社の知人に「リスクが低い投資の良い話がある。」と紹介され、運

用元の事業者から「ある企業につなぎ融資として資金を貸すと、２週間で 10％の配当がある。」

と説明を受け、事業者に１千万円を振り込んだ。しかし、弁済されないので、事業者に催促す

ると「企業の事業が遅れている。３ヶ月待ってくれ。」と先延ばしされ、電話も通じなくなっ

た。書面等はもらっていないが、当初の約束どおり、遅延利息を含め弁済してほしいがどうす

れば良いか。 
 

 副業サイト  〜投資の自動売買アプリで毎日３万円稼げる〜 

〈４０代 女性〉     
  スマホで副業を検索し「毎日３万円の利益が出る。」という広告を見て、ＳＮＳに登録した。

事業者から「投資の自動売買アプリを使うと、エントリーから決済まで自動でしてもらえて毎

日３万円稼げる。保証する。」と動画で説明を受け、アプリを申込み、代金約 10 万円をカード

決済した。スマホにアプリをインストールしたが、何かの口座管理アプリのようで説明と違う。

事業者の２ヶ所の電話番号にかけるが、どちらも繋がらない。だまされたようだが、解約して

返金して欲しい。 
 

ソーラーパネルのオーナー契約   〜３年満期で配当が得られる〜 

〈８０代 男性 〉    
  突然来訪した事業者から「ソーラーパネルのオーナーになり、３年満期でパネルをリースす

ると配当が得られる。」と投資を勧められて契約した。ソーラーパネル 10 枚分の 100 万円を現

金で支払い、権利書は交付されたが、契約書や領収書はもらっていない。契約後、１年間は毎

月配当金が振り込まれていたが、その後、振込がなくなった。今年満期を迎えたが、元金が返

金されないので、何度も事業者に電話で問い合わせても対応してもらえずに、先月、返金が遅

れている旨のお詫びの書面が届いた。元金を返金してもらうにはどうすればよいか。 
 



　〒950-0994　   新潟市中央区上所2丁目2番2号〔新潟ユニゾンプラザ1階〕
　☎   （相談） 025-285-4196  　　（事務） 025-281-5516     （FAX） 025-281-5517   

　 　 　（テレフォンサービス）025-285-7000

〔商品テスト室〕
  〒950-2144   　新潟市西区曽和314番地1　　新潟県保健環境科学研究所内
  ☎ 025-263-9415　　　（FAX） 025-263-9410

［バ ス 利 用］　 新潟駅万代口バスターミナルのりば8番

　　　　　　　　　●水島町経由美咲合同庁舎行

　　　　　　　　　●県庁前経由西部営業所行

　　　　　　　　　●県庁前経由曽野木ニュータウン・嘉木・酒屋車庫・小須戸行

　　　　　　　　　●幸西・上所経由ユニゾンプラザ前・女池愛宕行

 　　　　　　　　 「ユニゾンプラザ前」下車

［タクシー利用］　新潟駅から県庁方向へ約１０分

［自動車利用］　新潟バイパスの女池又は桜木インターから約１０分

県内の消費生活センター・消費生活相談窓口一覧　

新潟県消費生活センター

このほか、市町村の消費生活相談窓口をご利用ください。

交通のご案内

名  称 電話番号 名  称 電話番号 

新潟県消費生活センター 025-285-4196 村上市消費生活センター 0254-53-2111 

新潟市消費生活センター 025-228-8100 燕市消費生活相談窓口 0256-77-8302 

長岡市消費生活センター 0258-32-0022 糸魚川市消費生活相談窓口 025-552-1511 

上越市消費生活センター 025-525-1905 妙高市消費生活相談窓口 0255-74-0042 

三条市市民なんでも相談室 0256-34-5553 五泉市消費生活センター 0250-47-4578 

柏崎市消費生活センター  0257-23-5355 阿賀野市消費生活相談窓口 0250-62-2510 

新発田市消費生活センター 0254-28-9110 佐渡市消費生活センター 0259-57-8143 

小千谷市消費生活相談窓口 0258-83-3516 魚沼市消費生活センター 025-792-8844 

加茂市消費生活相談窓口 0256-52-0080 南魚沼市消費生活センター 025-772-2541 

十日町市消費生活センター 025-757-3740 胎内市消費生活相談窓口 0254-43-6111 

見附市消費生活相談窓口 0258-62-1700 聖籠町消費生活センター 0254-27-1958 

 


